
「歩切り」に関する地方公共団体への調査結果について
○１，７８８団体のうち、１,０３１団体（約６割）が「設計書金額と予定価格が同額」、７５７団体（約４割）が「設計書金額から
減額して予定価格を決定している場合がある」と回答

○減額の理由は、７５７団体のうち４５９団体（約６割。全体の約２５％）が「慣例、自治体財政の健全化等のため」、２９７
団体（約４割。全体の約１７％）が「端数処理等」と回答。
○端数処理等以外の理由で減額している４５９団体のうち、３０３団体（約６６％）が「今後見直しを行う予定」（このうち２５９
団体（約８５％）は平成２７年４月までに見直しを行う予定）と回答。
「見直しを行う予定はない」又は「未定」と回答した１５６団体（全体の約１割弱）を中心に、その後の見直しの進捗状況について、
平成２７年夏頃を目途にフォローアップ調査を実施するとともに、その結果を踏まえ、個別に理由等を聴取するなどにより改善を促進。

＜予定価格の設定方法＞

＜「歩切り」の見直しを行う予定＞

※１ 「慣例による」、「自治体財政の健全化や公共事業費の削減のため」、「一定の公共事業費の中でより多くの工事を行うため」、「追加工事が発生した場合に備えて、予算
の一部を留保することにより補正予算に係る議会手続きを経ずに変更契約を円滑に行えるようにするため」、「その他」のいずれかが減額理由に含まれる団体

※２ 「端数処理」又は「システムで無作為に発生させた係数（ランダム係数）を乗じることによる調整」のいずれかのみが減額理由である団体


